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 Delivery place : As in the tender do‑

cumentation.

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 121 and 13 of
the regulation concerning the contract

for Japan Fisheries Research and Educa‑

tion Agency,

 have Grade A or B or C or D Seles in

terms of the qualification for participat‑

ing in tenders by Japan Fisheries Re‑

search and Education Agency or Single

qualification for every ministry and agen‑

cy in the fiscal years 2019, 2020 and 2021.

 Time limit for tender :

7 15 : 00, November 6 2019.

7 15 : 30, November 6 2019.

 Contact point for the notice : Yusuke

Matsumoto, Contract First Subsection,

Contract Division, General Administration

Department, Headquarters, Japan Fisheries

Research and Education Agency, Queens

Tower B 15F 233, Minatomirai, Nishi‑
ku, Yokohama city, Kanagawa, 2206115
Japan. TEL 0452272659

入 札 公 告
独立行政法人都市再生機構公告第７号
次のとおり一般競争入札に付します。
令和元年９月 17 日

独立行政法人都市再生機構
業務受託者
株式会社ＵＲコミュニティ
北海道住まいセンター
センター長 浅川 晋

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 01
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量 ＵＲ賃貸住宅共用部
分等で使用する電気（五輪団地ほか22団地）
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 供給期間 令和２年３月の検針日から令和
５年３月の検針日の前日まで

 供給場所 入札説明書による。
 入札方法 入札金額は、各者において設定
する契約電力等に対する単価（基本料金単価）
及び使用電力量に対する単価（電力量料金単
価）を根拠（小数点以下を含むことができる。）
とし、あらかじめ当社が別途提示する各契約
における月ごとの予定契約電力等及び予定使
用電力量に基づき算出した各契約の対価の総
価を記載すること。この場合において、燃料
価格変動の調整額及び再生可能エネルギー発
電促進賦課金は加算しないものとする。
また、落札決定にあたっては、入札書に記
載された金額に当該金額の100分の10に相当
する額を加算した金額（当該金額に１円未満
の端数があるときは、その端数金額を切り捨
てた金額とする。）をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約希望金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

３ 入札書手続き等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒0600003 北海道札幌市中央区北３条西
３丁目１44 ヒューリック札幌ビル５階
独立行政法人都市再生機構業務受託者 株式
会社ＵＲコミュニティ 北海道住まいセン
ター お客様相談課 電話0112619277
 入札説明書の交付方法 独立行政法人都市
再生機構のホームページからダウンロードす
ること。
 申請書の受領期限 令和元年10月18日まで
に上記３に持参又は郵送すること。
 入札書の受領期限 令和元年12月６日17時
（郵送の場合は、書留郵便とし、同日同時刻
必着とする。）
 開札の日時及び場所 令和元年12月９日11
時00分 独立行政法人都市再生機構業務受託
者 株式会社ＵＲコミュニティ 北海道住ま
いセンター お客様相談課 電話011261
9277

４ 独立行政法人が行う契約に係る情報の公表に
ついて 独立行政法人が行う契約については、
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成22年12月７日閣議決定）において、「独
立行政法人と一定の関係を有する法人と契約を
する場合には、当該法人への再就職の状況、当
該法人との間の取引等の状況について情報を公
開するなどの取組を進める」とされているとこ
ろです。

これに基づき、以下のとおり、機構との関係
に係る情報を機構のホームページで公表するこ
ととしますので、所要の情報の当方への提供及
び情報の公表に同意の上で、応札若しくは応募
又は契約の締結を行っていただくよう御理解と
御協力をお願いいたします。
なお、案件への応札若しくは応募又は契約の
締結をもって同意されたものとみなさせていた
だきますので、ご了承願います。
また、応札若しくは応募又は契約の締結を

行ったにもかかわらず情報提供等の協力をして
いただけない相手方については、その名称等を
公表させていただくことがあり得ますので、ご
了承願います。
 公表の対象となる契約先 次のいずれにも
該当する契約先
 機構との間の取引高が、総売上高又は事
業収入の３分の１以上を占めていること
 機構において役員を経験した者（役員経
験者）が再就職していること又は課長相当
職以上の職を経験した者（課長相当職以上
経験者）が役員、顧問等として再就職して
いること

 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、工事、業務又は物品購入
等契約の名称及び数量、契約締結日、契約先
の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報
を公表します。
 機構の役員経験者及び課長相当職以上経
験者（機構ＯＢ）の人数、職名及び機構に
おける最終職名
 機構との間の取引高
 総売上高又は事業収入に占める機構との
間の取引高の割合が、次の区分のいずれか
に該当する旨 ３分の１以上２分の１未
満、２分の１以上３分の２未満又は３分の
２以上
 １者応札又は１者応募である場合はその
旨

 当方に提供していただく情報
 契約締結日時点で在職している機構ＯＢ
に係る情報（人数、現在の職名及び機構に
おける最終職名等）
 直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び機構との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して72
日以内

２ 競争参加資格
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則第
331条及び第332条の規定に該当する者でない
こと。
 平成31・32（令和元・２年度）独立行政法
人都市再生機構東日本地区物品購入等の契約
に係る競争参加資格審査において、業種区分
「物品販売」の資格を有すると認定された者
であること。
 競争参加資格確認申請書及び競争参加資格
確認資料の提出期限の日から開札の時までの
期間に、独立行政法人都市再生機構東日本地
区から指名停止の通知を受けていないこと。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。
 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者又はこれに準ずる者ではないこと。（詳
細は、機構ＨＰ→入札・契約情報→入札心得、
契約関係規程→入札関連様式及び標準契約書
等→標準契約書等について→別紙暴力団又は
暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこ
れに準ずる者を参照）

 電気事業法（昭和39年法律第170条）第２
条の２の規定に基づき小売電気事業の登録を
受けている者であること。
 電気事業者による再生可能エネルギー電気
の調達に関する特別措置法（平成23年法律第
108号）第14条第４項の規定に基づき、本入
札の公告日の属する年度の前年度の４月１日
から開札日までの間に同法第11条に規定する
納付金が未納である旨の公表がなされた者で
ないこと。
 二酸化炭素排出原単位、未利用エネルギー
の活用状況、再生可能エネルギーの導入等に
関し、入札説明書の添付書類に記載する基準
を満たす者であること。
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